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Abstract

高エネルギーの核反応等で生成される、標準核物質密度から遠く離れた核子・ハドロン物質の
性質について講義する。ハドロン物質の相図について説明し、低温・低密度領域での液相・気相
相転移、低温・高密度領域でのストレンジネス核物理の役割、高温 and/or 高密度領域でのハド
ロン/クォーク物質と高エネルギー重イオン反応の関わりについて解説を行なう。

1 Introduction — 核子・ハドロン物質の相図の概要

核物質とは、狭義には「大きな原子核の中心付近で実現されている状態を無限の大きさがあるものと
して考える物質」です。もちろん、原子核の大きさにはクーロンエネルギーのため限界がありますか
ら、無限の大きさの「核物質」は地上に自然に存在しているわけではありません。しかしながら、大
きな原子核の中心付近では密度が ρ0 ' 0.16 fm−3 程度の原子核の種類によらない値となっており、
もしもクーロン斥力がなければ「核子からなる無限に大きな物質」が安定に存在していることが容易
に想像されます。実際、原子核が局所的に一様な物質から出来ているという考え方（局所密度近似）
は通常の原子核の構造や（クーロン障壁以上の）高エネルギー領域の核反応を理解する上での基本的
な概念の一つです。

一方自然界では「核物質」の性質が宇宙進化の様々な段階で顔をだします。例えば、中性子星は
表面の一部を除いて原子核のスケールからみれば無限の大きさの「核物質」、あるいは「ハドロン物
質」によって出来ています。また、初期宇宙では様々なレプトンや光を含むクォークとグルーオンの
スープが QCD (=量子色力学) 相転移を通じて核子を含む様々なハドロン (=強い相互作用をする粒
子)がつくられた後、最初の元素合成が行われた、というのが標準的なシナリオですから、その相転
移の性格を調べることに意味があるのです。

さて、核物質の相図と関連する自然界での現象・実験室での核反応を概念的に示したものが Fig. 1
です。強い相互作用をする粒子には、素粒子（クォーク・グルーオン）、ハドロン（核子）、原子核とい
う３つの階層があることから、核物質には少なくとも２つの主要な相転移があります。一つはクォー
クとグルーオンからハドロンを作る相転移（QCD相転移）であり、もう一つは核子のガスから原子
核を作る液相・気相相転移です。また、ハドロンに様々な種類があることから存在が期待されるのが
バリオン密度を大きくしていく場合の物質の粒子構成の変化です。核子のみで出来ている核子物質が
ハイペロンやπ、K 中間子を含むハドロン物質に変化していきます。

この講義では液相・気相相転移が起こる低温・低密度核物質、様々なハドロンの組成変化が起こ
ると考えられる低温・高密度核物質、QCD 相転移が期待される高温・高密度核物質についての概要
と近年の進展について解説を行いました。これらの領域についてそれぞれを見ていきましょう。
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Figure 1: 核子・ハドロン・クォーク物質の相図

2 低温・低密度核物質 — 液相・気相相転移

核子間のポテンシャルは短距離の斥力と長距離での引力からなっており、近似的にはファンデルワー
ルス力と同様の振る舞いをすると考えられます。このため低温・低密度領域での核物質液相・気相
相転移は古くからその存在が議論されてきました [1]。例えば、平均場近似に基づいて一様な核物質
の性質を調べると、対称核物質で T ' 16 MeV 程度までの温度で核子ガスと密度が標準核密度程度
(ρ ' ρ0) の核子「液体」が共存することがわかります。

こうした理論的な予想が現実にあること (の間接的な証拠)が実験的に見出されたのは 1995 年で
した [2]。Fig. 2 に示すように、核子あたりの励起エネルギーの関数として重イオン反応から実験的
に引き出された温度を示す (カロリー曲線) と、温度が T = 4 ∼ 5 MeV 程度でいったん一定となっ
た後に再び上昇する、という典型的な液体から気体への相転移現象が観測されたのです。(相転移温
度が低いのは、核子と大きな原子核だけでなく、統計平衡状態では多くの軽い原子核が関与するため
です。)この実験では統計平衡の仮定の下で物質の温度 T が決められています。熱・化学平衡が成り
立っているとすれば、それぞれの原子核の生成量はボルツマン因子によって決まります。

Yf ∝ gf

∫
V d3p

(2πh̄)3
exp [(Bf + Zµp + Nµn − Ef )/T ]

ここで Bf , µp, µn はフラグメントの束縛エネルギー、陽子、中性子の化学ポテンシャルです。異な
るアイソトープの生成量の比を 2回とることにより、µp, µn を消去することができます。

Yf (4He)/Yf (3He)
Yf (7Li)/Yf (6Li)

∝ exp(∆B/T )
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Figure 2: 原子核のカロリー曲線。原図は [2]。

この「一つの温度、一つの密度での統計平衡」という単純な仮定は正確ではありませんが、励起した
原子核の生成とその崩壊の効果などが調べられ、定性的には結論が変わらないことが確認されていま
す。また、2000年にはフラグメントごとの運動エネルギーを分析して温度を評価するという独立な観
測量によって「負の比熱」が観測されました [3]。負の比熱は、有限系で（温度ではなく）全エネル
ギーが保存されるときに期待されます。運動エネルギーはフラグメントごとに平均で 3T/2と与えら
れるため粒子数が増えると全運動エネルギーは増加しますが、大きな原子核を小さく分けると一般に
はポテンシャルエネルギーは損をします。このため全エネルギーが保存されている場合には「温度の
低い多くの軽いフラグメントが存在する状態」と「大きな原子核が少数存在する状態（温度は高い）」
が共存し、全エネルギーが増えるにつれて前者の割合が増えるため一時的に温度が下がるのです。

これらの実験により、現在のところ核物質の液相・気相相転移が存在し、１次であることが多く
の研究者に認められるところになっています。当然ながら、なぜ統計平衡が重イオン反応で成立して
いるのか (あるいは統計平衡を仮定した模型でうまく記述できるのか) [4]、微視的な核反応模型で初
期条件からフラグメント生成を相転移と関連付けて理解できるのか [5]、統計平衡模型で無視されて
いる核力の影響はどうなっているのか、重イオン反応だけではなく軽イオン入射反応でも相転移の痕
跡は見えるのかなどの様々な問題が残っており、現在も活発に議論されています。これらの議論につ
いてはこの会議録の古田さん、山口さんの報告に譲ることにします。

3 低温・高密度核物質 — ストレンジネス核物理

3.1 中性子星物質の組成とストレンジネス

温度を低く保ったままバリオン密度を大きくしていくと、核子のフェルミエネルギーの増大と相互作
用エネルギーの増加のため、核子のみで出来た物質よりも他のハドロンを生成したほうがエネルギー
的に有利になります。特に電気的に中性という条件のつく「中性子星物質」では中性子の化学ポテン
シャルが急激に大きくなるため、密度の上昇に伴って標準核密度付近では現れない様々なハドロンが
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Figure 3: 左: 中性子星の断面図と期待されるハドロン相。右: 中性子星物質 (電気的に中性でレプト
ン数が定まっていない物質)における化学平衡条件。それぞれのハドロンについてのポテンシャル効
果は考慮していない。
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Figure 4: 左図: 中性子星質量の中心密度・相互作用依存性 (一色昭則、修士論文)。中、右図: 中性
子星物質でのハイペロン組成。ρ = ρ0 において全てのハイペロン・ポテンシャルが −30 MeV とし
た場合 (中図) と、U(Ξ) = −16 MeV, U(Σ) = +10 MeV とした場合 (右図)。Ref. [10] より。

現れることが期待されています [6]。これらのハドロンの中で重要となるのがストレンジネス・クォー
クを含む粒子です。例えば中性子星の中でハイペロンが現れるだろうという予測は、中性子星の発見
以前からなされており [6]、また核子との相互作用が大きく負電荷をもつ K− 中間子は高密度中性核
物質での凝縮が期待されています [7]。

例として負の電荷を持つ最も軽いバリオンである Σ− が現れる条件を考えてみましょう。中性子
星のようなマクロな系では、系全体のエネルギーを下げるためにハイペロンの弱崩壊、あるいは核子
からハイペロンへの逆弱崩壊が起こるため、ストレンジネス量子数は保存されません。またニュート
リノ（および反ニュートリノ）は容易に中性子星から放出されるためレプトン数も保存されなくなり
ます。よって中性子星物質での保存量はバリオン数と電荷のみになり、それぞれの粒子の化学ポテン
シャルはバリオン化学ポテンシャル µB と電荷化学ポテンシャル µC によりあらわされます。

µ(n) = µ(Λ) = µB , µ(Σ−) = µB − µC , µ(e−) = −µC .

この条件を全体として電気的に中性である条件

ρ(p) + ρ(Σ+) + ... = ρ(e−) + ρ(Σ−) + ...



と同時に解くことにより化学平衡状態が与えられます。このとき、中性子と Σ− 粒子の化学平衡条件
は、粒子に働く強い相互作用からの平均場を考慮すると次のように表されます。

µB = E∗
F (n) + U(n) = E∗(Σ−) + U(Σ−) + µC .

U(n), U(Σ−) は中性子、 Σ− 粒子の感じる一粒子ポテンシャル、E∗(n), E∗(Σ−) は有効質量を考慮
したフェルミ運動エネルギー (質量エネルギーを含む)です。よって Σ− 粒子が現れる条件は、

E∗
F (n) ≥ M∗(Σ−) + U(Σ−)− U(n)− µ(e−) ,

となります (Fig. 3、右)。中性子間（中性子 − 陽子間）の核力は平均的には斥力（引力）であるため、
陽子の存在比 Yp が小さい場合には中性子は大きな斥力ポテンシャルを感じます。一方 Yp が大きい
場合には電荷を打ち消すために大きな µ(e−)が必要となり、どちらの場合も Σ− に有利に働きます。

中性子星の内側の粒子組成を直接調べることは出来ませんが、ハイペロンが現れると状態方程式
が柔らかくなるため、核力で支えられる最大質量が大きく変化します。一般相対性理論により静的な
中性子星の圧力バランスを記述する方程式が TOV 方程式

dP

dr
= −G

(ε/c2 + P/c2)(M(r) + 4πr3P/c2)
r2(1− 2GM/rc2)

,
dM

dr
= 4πr2ε/c2 ,

であり、圧力 P とエネルギー密度 ε の間の関係（状態方程式）を与えることにより方程式が閉じ、
中性子星内の密度分布を解くことが出来ます。この方程式で一般相対論補正（右辺のカッコ内の第二
項）を無視すると圧力差 P (r + dr) − P (r) と重力 GM(ε/c2)dr/r2 がつりあうという直感的に理解
できる式になります。

一例として、相対論的な平均場理論 (Relativistic Mean Field, RMF)において安定核・不安定核
の質量をよく記述するパラメータ (TM1) [8]をハイペロンまで含むように拡張した模型 [9]によって
得られる状態方程式を用いて TOV 方程式を解いた結果を示します (Fig. 4、左)。TOV 方程式は状
態方程式を通じてエネルギー密度についての微分方程式となるため、初期値として与えた中心でのエ
ネルギー密度 (ε0) が横軸です。縦軸は圧力が 0 になるまで解いたときの質量 (M) であり、これが
ε0 の増加関数である区間は安定な中性子星が存在することとなります。一方で ε0 を増やして質量が
減る場合は外から物質が降り積もった場合にはそれを支えられない、あるいは何らかの揺らぎによっ
て中心密度が少しでも増えると現在の質量が支えられないという状況となるので力学的には不安定で
あり、最終的には black holeとなります。よってカーブの頂点がその状態方程式の与える中性子星の
最大質量となります。この例では核子（と電子、ミューオン）からなる中性子星の最大質量が 2.5M¯
であるのに比べて、ハイペロンをいれることによって最大質量が 1.56M¯ 程度に下がることが分か
ります。これと同様のポテンシャルの深さでハイペロンが現れる割合を示したのが Fig. 4 の中図で
す [10]。ハドロンの相互作用によって高密度核物質中の粒子組成が大きく変わり、それにより決まる
状態方程式の変化がマクロな物体に大きな影響を与える典型的な例といえるでしょう。

中性子星の中心部付近での低温・超高密度状態では、ストレンジネスの他にもπ中間子凝縮、QGP、
カラー超伝導状態（閉じ込めから開放されたクォークがカラーを小さくするペアを組んだ状態）な
ど様々な状態が期待されています。密度方向の変化では、相互作用の詳細がマクロな物質に与える影
響を見ることができるため、理論的には様々な可能性がある興味深い対象であり、実験的には実際の
核反応との関連がつけば challenging な課題となります。夏の学校の後で確認された深く束縛された
K− 原子核の発見は、こうした好例といえるでしょう [11, 12]。

3.2 Flavor SU(3) 対称性

前節では状態方程式は様々な密度での対称ポテンシャル、ハイペロンのポテンシャルに大きく依存し、
これらを正確に決める必要があることを述べました。原子核の対称ポテンシャルの密度依存性1 に関

1原子核の質量公式で (A− 2Z)2/A に比例する項は、標準核物質密度 ρ0 における対称エネルギーです。



しては不安定核の性質を詳しく調べることにより制限できると期待されています。一方でハイペロン
のポテンシャルにはハイパー核の分光学的研究とハイパー核生成反応の分析が必要となりますが、こ
れらのデータは通常の (ハイペロンを含まない)原子核に比べて圧倒的に少ないのです。少ないデー
タからより信頼性の高い結論を得るためには、何らかの形で理論模型の制限をつけ、その理論による
分析が不可欠となります。

ハイペロンと核子 (Y N)、あるいはハイペロン-ハイペロン (Y Y )の相互作用を考えるうえでの基
本的な指針は、Flavor SU(3) 対称性です。この対称性は QCD の Lagrangianが近似的に持っている
ものです。

LQCD = q̄ (i 6 ∂ − g 6 G) q − 1
4
Tr

(
Ga

µνG
aµν

)
− q̄mq , m = diag(mu,md, ms) .

クォークの質量差を無視すれば、この Lagrangian はフレーバー空間内の回転に対して不変です。

q → q′ = Uq , U ∈ SU(3)

QCD での対称性は量子異常がなければハドロンの世界でも成立するので、Y N、Y Y 相互作用を
中間子交換の考え方で構成する場合にもまずこの対称性をもつ Lagrangian を考え、その後 Flavor
SU(3) 対称性の破れを取り入れていきます。例えば、Y N 相互作用のQuark model [13]、One Boson
Exchange 模型 [14] 等では、ともにこの SU(3) 対称性に基づいて相互作用が作られています。

3種類の quark (および反 quark)からなる中間子、およびバリオンの８重項状態は、Tracelessの
行列で表すことが出来ます。

M = qq̄ =




uū ud̄ us̄
dū dd̄ ds̄
sū sd̄ ss̄


 =




π0√
2

+ η√
6

π+ K+

π− − π0√
2

+ η√
6

K0

K− K̄0 −2η/
√

6


 ,

Bij = qiεjklqkql =




u[ds] u[su] u[ud]
d[ds] d[su] d[ud]
s[ds] s[su] s[ud]


 =




Σ0√
2

+ Λ√
6

Σ+ p

Σ− −Σ0√
2

+ Λ√
6

n

Ξ− Ξ0 −2Λ/
√

6


 .

ここで [qiqj ]はフレーバーについて反対称な積を表します。また中間子については擬スカラー中間子
をとっています。これらの行列の変換性は、フレーバー空間での quark の回転から定まり、ユニタ
リー変換で表せることが分かります。

M → M ′ = UMU † , B → B′ = UBU † .

こうした変換性が分かれば、SU(3) 対称な中間子-バリオンの相互作用を作ることができます。最
も次元の低い結合形式は、B̄, M, B を１つずつ組み合わせたものであり、独立なものは次の２種類と
なります。

Tr
(
B̄MB

)
, Tr

(
B̄BM

)
,

あるいは

D Coupling : Tr
(
B̄ (MB + BM)

)

F Coupling : Tr
(
B̄ (MB −BM)

)



の２種類です。実際にはこれら 2つの型の相互作用に加えて、中間子にはフレーバー１重項を加えて
考えます2。フレーバー１重項は中間子行列のトレースで表すことができるので、

Tr (M) Tr
(
B̄B

)
,

という形の独立な結合形式が現れます。

さて、これらの結合様式を組み合わせて相対論的な平均場理論 (Relativistic Mean Field)に利用
できるようにスカラー中間子とバリオンの結合を考えてみましょう。対称な核物質を考えると期待値
をもつスカラー中間子は対角成分のみとなります。u, d quarkでできた中間子を σ、ss̄でできた中間
子を ζ と名付けると、中間子行列の期待値は次のように簡単になります。

M =




σ/
√

2 0 0
0 σ/

√
2 0

0 0 ζ




平均場近似のもとで相互作用 Lagrangian は次のように与えられます。

LMF =
√

2
(
gsTr(M)Tr

(
B̄B

)
+ g1Tr

(
B̄MB

)
+ g2Tr

(
B̄BM

))

= N̄N
(
(2gs + g1)σ +

√
2(gs + g2)ζ

)

+Λ̄Λ
(
(2gs + 2/3g1 + 2/3g2)σ +

√
2(gs + 2/3g1 + 2/3g2)ζ

)

+Σ̄Σ
(
(2gs + g1 + g2)σ +

√
2gsζ

)

+Ξ̄Ξ
(
(2gs + g2)σ +

√
2(gs + g1)ζ

)

となります。ここで OZI rule (重いクォークのヘアピン Diagram は強く抑制される) を使うと核
子は ζ 中間子と結合しないことになり、gs = −g2 という関係がつくことが分かります。この結果、
gΛσ = 2/3gNσ となり、通常の核内 (ζ = 0)で Λが感じるポテンシャルは核子のポテンシャルの 2/3
であるという実験的にもよく確かめられた結論として導かれるのです。

しかしながら Σ ハイペロンや Ξ ハイペロンについては、こうした Almost Model Independent
な分析はできません。さらに Flavor SU(3) 対称性の破れは必ずしも小さくありません。信頼できる
ハイペロンのポテンシャルを決めるためには、実際に実験データを分析する必要があります。次の節
ではこうした研究について述べることとしましょう。

3.3 核物質中のハイペロン・ポテンシャルとハイパー核物理

核内にハイペロンを作り、ハイペロン・ポテンシャルの深さを調べる試みは CERN, BNL, KEK な
どの高エネルギー加速器において (K−, π) 反応、(π,K+) 反応、(K−,K+) 反応などを利用して行な
われてきました。例として (π, K+) 反応を見てみます。Fig. 5に示すように、入射 π 粒子は運動量、
エネルギー、ストレンジネス量子数 (q, ω, S) を原子核にわたして K+ として放出されます。核内で
は主として核内の１核子が (q, ω, S)を受け取ってハイペロンへと励起します。核内でのハイペロン・
ポテンシャルが引力的 (斥力的)である場合には Threshold 近辺の K+ の運動量が大きな領域で断面
積が増え (減り)ます。また引力が十分強い場合には、ハイペロンは束縛状態を作り、(π,K+) スペク
トルでのピークを作ります。こうしたスペクトルの形、および束縛状態の束縛エネルギー、励起エネ
ルギー、および断面積の大きさを理論的な模型と比較することにより、ハイペロンとコアとなる原子
核の間の相互作用を調べることが出来るのです。

2バリオンの場合はフレーバー１重項は (非相対論極限をもつ) (0s)3 状態では存在しません。３つのクォークでフレー
バー１重項を作るためにはフレーバーで完全反対称となることが必要です。カラー空間でも当然完全反対称であるため、全
体で完全反対称となるためにはスピン空間でも３つのスピンが完全反対称になっていなければいけません。ところがクォー
クのスピン状態は２種類しかないので完全反対称には出来ないのです。



π

K
+

N

Y

(q,   ,S)ω

P(K  )+
d

σ   /
d P

(K
  )

/d
Ω

2
+

U(Y) < 0

U(Y) > 0

QF Peak

ω= q2/2M*
Y+∆M+U(Y)-U(N)

Threshold
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Table 1: 様々なハイペロン生成反応

Reaction Elementary Processes
Main Process Other Processes

(K−, π−) K−n → π−Λ, K−n → π−Σ0, K−p → π−Σ+

(K−, π+) K−p → π+Σ−, K−pp → π+Λn (n-rich hypernuclear formation)
(π+,K+) π+n → K+Λ, π+n → K+Σ0, π+p → K+Σ+

(π−,K+) π−p → K+Σ−, π−pp → K+Λn (n-rich hypernuclear formation)
(K−,K+) K−p → K+Ξ−, K−pp → K+ΛΛ

ハイペロンの中で最も軽い Λハイペロンは、Λハイパー核の束縛エネルギー、励起スペクトルを分
析することによりポテンシャルの深さを調べることが出来ます。これまでの (K−, π−)反応、(π+, K+)
反応を用いた研究から、原子核内でのポテンシャルの深さがほぼ 30 MeV の引力であり、重い原子
核でのスペクトル分析により有効質量が M∗/M ' 0.8 程度であることが知られています [15]。この
ポテンシャルの深さは、Λ 粒子の連続状態も同時に説明できることが (π+, K+) 反応のスペクトル
分析からも理解されています [16]。また近年の原子核標的 (K−,K+) 反応 (一段階反応では素過程が
K−p → K+Ξ− であるため核内に Ξ− が作られる)の分析からは、原子核内での Ξ− ハイペロンのポ
テンシャルが 14 ∼ 16 MeV の深さの引力であることも分かってきました [17]。

問題は中性子星の中では最も有望と考えられている Σ (特に Σ−) ハイペロンと原子核の相互作用
です。Σ ハイペロンを含む原子核は 4

ΣHeが束縛状態として存在します [18]。この原子核を束縛する
主な力は核子と Σ の間に働く one-pion exchange potential であり、~τ · ~t (τ , t はコア原子核と Σ の
アイソスピン演算子)の形をとり、全角運動量が Jπ = 0+ の場合にはコアとなる原子核 (3He、3H)
と Σ の全体のアイソスピンが T = 1/2 となるときに引力的に働きます。ところがこの項はスピンに
も依存しており、コア原子核のスピンが 0である場合には強くありません。よって中性子星などで効
果を及ぼすスピンに関して「平均的な」ポテンシャルを決める上では 4

ΣHe からの情報が決定的では
ないのです。

このような状況のもとで、平均的な原子核と Σ ハイペロン間のポテンシャルを調べるため、最
近の KEK の実験で、原子核標的の (π−,K+) 反応 (素過程 π−p → K+Σ− で Σ− ハイペロンが核内



に作られる。) のスペクトルが観測されました [19]。スペクトル分析の中心は「準自由反応」(Quasi
Free Reaction) と呼ばれる核内での Fermi 運動量で運動している核子との素過程反応です。核内核
子、および生成された Σ 粒子が一体ポテンシャルの中を運動しているとすれば、エネルギー保存の
式は π−, K+ によって原子核に与えられるエネルギー、運動量移行を ω, ~q として

MN + TN (~p) + UN + ω = MΣ− + TΣ−(~p + ~q) + UΣ−

と与えられ、平均的には核子の運動量が 0 であるのでスペクトルのピークの位置から Σ− のポテン
シャルが分かるはずである、というシナリオです。

実験データを分析した結果は理論の予想に反して「非常に強い斥力」となっています。理論的に
は、単純なクォーク数の Counting Ruleから Λ の感じる引力と同程度の UΣ ' −(24− 30) MeV と
いうものや、ΣN の T = 3/2 での強い斥力が T = 1/2 での引力に打ち勝って UΣ ' +10 MeV 程度
の弱い斥力である、という２つの考え方がありました。これまで (K−, π−) 反応などで用いられてき
た理論の枠組み (Distorted Wave Impulse Approximation (DWIA) におけるグリーン関数法) を用
いて実験データを分析した結果は、UΣ− = +150 MeV という理論的には支持できない値となってい
ます。

ごく最近の理論的分析では、それぞれの反応点での核子の運動量、それによる素過程衝突エネル
ギーの変化を取り入れた Semi-Classical Distorted Wave (SCDW) 模型による分析で、強い斥力でな
くても実験データを説明できるという分析がなされています [20]。素過程の断面積や反応理論の改善
等、これからの発展がのぞまれるところです。

4 高温 and/or 高密度物質 — 高エネルギー重イオン反応

4.1 QCD 相転移と QGP 生成

標準核物質 (ρ = ρ0, T = 0)から遠く離れた高温、あるいは高密度の核物質を実験室で直接生成するに
は高いエネルギーの大きな原子核同士を衝突させる方法しかありません。高温 and/or 高密度核物質
の生成とその性質の探求を目指した高エネルギー重イオン衝突実験は、LBL-Bevalac (800 A MeV3)
から始まり、GSI-SIS (1-2 A GeV), BNL-AGS (∼ 10 A GeV, 1987 ∼), CERN-SPS (∼ 160 A GeV,
1987 ∼), BNL-RHIC (100 + 100 A GeV, 2000 ∼) とエネルギーを上げながら進んできました。2007
年には CERN-LHC (3+3 A TeV)が稼動する予定であり、世界的には現在のところ原子核物理の分
野で最も活発に実験研究が行われている課題といえます。

高エネルギー重イオン反応研究の現時点での最大の目標は、クォークとグルーオンが閉じ込めか
ら開放された状態 (Quark Gluon Plasma, QGP)の生成を確認することです。ハドロン物質の温度を
高くしていくと、まず π 粒子が生成され、その後より質量の大きなハドロンが生成されていきます。
ある程度以上に粒子密度が大きくなるとハドロン同士が重なり始め、クォークがどのハドロンに属し
ているかが不明確になり、ついにはクォークが領域全体を動き回れる状態、すなわち QGPが生成さ
れます。一方で、温度を低く保ったままでもバリオン密度4 を高くしていくとバリオン同士が重なり
始め、QGPが生成されると考えられます。

化学ポテンシャルが存在しない場合に、簡単な模型でこの相転移の様子を見てみましょう。ハド
ロン相は最も軽いハドロンである π 粒子のみを考え、π の質量と相互作用を無視しましょう。QGP
相は摂動論的な真空の中で自由で質量が 0のクォークとグルーオンが存在しているとします。このと

3A MeV (あるいは A GeV) は核子あたりの入射エネルギーを指します。低エネルギー領域ではしばしば MeV/A (あ
るいは GeV/A) のように核子”あたり”の意味を強調して割り算で示しますが、同じ意味です。

4ここでのバリオン密度は net のバリオン密度 (バリオンは正、反バリオンは負として密度を足したもの)です。ゼロ・
バリオン密度ではバリオンと反バリオンが同じ数だけ存在しています。
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きボーズ分布関数、フェルミ分布関数を位相空間で積分することにより相互作用の無い系の Grand
Potential は

Ω = −π2V

90

(∑

B

gB +
7
8

∑

F

gF

)
= −PV

となります。ここで gB, gF はボーズ粒子、フェルミ粒子の自由度であり、ハドロン相ではスピン 0
の π0, π± があるため、2j + 1 を加えあわせて全自由度が 3 となります。QGP 相では 8 つの gluon
が 2つのスピン状態をもち、quarkは 2(spin)× 2(anti-particle)× 3(color)× 2(flavor) の自由度があ
ります。物理的な真空から摂動論的な真空を作るためのエネルギーとして BV (B は Bag 定数)が必
要なことから、ハドロン相、QGP 相での圧力とエネルギー密度はそれぞれ

Pπ =
π2

30
T 4 , επ =

π2

10
T 4 , PQGP =

37π2

90
T 4 −B , εQGP =

37π2

30
T 4 + B ,

と与えられます。大正準集合では基本的に圧力の大きな状態が実現するため、Fig. 6に示すように温
度が低い場合には QGP 状態で摂動論的真空を作るだけの圧力が足りず、ハドロン相が実現します。
温度が上昇すると QGP 状態の方が圧倒的に自由度が大きいために圧力の上昇が速く、ある温度でハ
ドロン相の圧力を追い抜いて QGPが現れます。このときにはエネルギー密度はすでに QGP の方が
大きく、相転移にともなって有限のエネルギー密度の差が現れます (一次相転移)。このような簡単な
模型から評価される臨界温度は Tc ' 100 MeVであり、正確な評価と比べてもファクター程度しか変
わりません。このことは QCD 相転移が大きな自由度の変化の帰結であることを示しており、必ず見
つけられると研究者が信じている１つの根拠です。

カラーが閉じ込められたハドロン相から QGP への相転移は、量子色力学 (QCD) を非摂動領域
でも正確に解く方法である格子 QCDでよく調べられています。バリオンの化学ポテンシャルが 0の
場合には、格子 QCD を高い精度で解くことができ、QCD 相転移が Cross Over (自由エネルギー、
およびその微分が連続的に変化する) であることが示されています [21]。また近年、大きな理論的発
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展があり、有限のバリオン化学ポテンシャルがある場合でも格子 QCDを解くことが可能となりまし
た。Fig. 1 にあるように、バリオン密度が 0 (ρB = 0 の場合には µB = 0) では Cross Over (点線)
であった QCD 相転移が、ある値以上の化学ポテンシャルがある場合には一次相転移 (実線)となり、
その間に Critical End Point (CEP)と呼ばれる２次相転移点が存在することが示されたのです [22]。

こうした理論的予測は実験でどの程度まで確認されているのでしょうか？まず、格子 QCD で精
度の高い予測が行われているゼロ・バリオン密度で温度を上げていく方向での相転移に対する取り組
みを見てみます。核子当たり数 10 GeVを超えるエネルギー領域での重イオン反応でのバリオン数に
対する stopping power は十分強くはなく、密度よりも温度を上げる方向への探索となります。実験
的にも GSI エネルギーから AGS, SPS, RHIC へと入射エネルギーをあげるにつれて温度は上昇し、
バリオン化学ポテンシャルは減少しています。ここでの温度、化学ポテンシャルは液相・気相相転移
の分析で用いられたものと同様に統計模型に基づいて決められたものです。高エネルギーの重イオン
反応では様々な種類のハドロンが生成されるため、これらの生成量を温度と化学ポテンシャル、およ
びストレンジネス抑制因子で表します。

Yh = γ|Sh|
s

∫
ghdΓ exp (−(Eh − µBBh − µQQh − µsSh)/T )

ストレンジネス抑制因子は、ハドロン相ではストレンジネスの生成が十分速いとはいえないので化
学平衡に達していないことを反映しています。実験データのハドロン生成量からの分析では、RHIC
エネルギーの重イオン反応では化学的凍結 (Chemical Freeze Out) 時点で µB < 100 MeV, T ' 170
MeV となっており、核子質量に比べて十分小さなバリオン化学ポテンシャルと格子 QCDが予測す
る相転移温度に近い状態でハドロンの生成量が決められたことを示しています。さらにストレンジネ
ス抑制因子がほとんど必要ないことも分かっており、ストレンジネスの生成・消滅が頻繁に起こって
統計平衡が実現されていることが分かります (Fig. 7)。Freeze Outはハドロンの終状態での生成量が
決まる時点ですから、それ以前の時間発展では QGPが生成されていたことを示唆しているといえる
でしょう。しかしながら「ある決まった温度と化学ポテンシャルで凍結する」という考え方は原子核
反応のダイナミクスを無視しており、QGP 生成の完全な証拠とは捉えられていません。

より直接的な QGP 生成の証拠として、現在活発に議論されているのが Jet Quenchingという現
象です [25]。これについては次の節でもう少し詳しく紹介します。

バリオン密度を上げる方向への QGP 生成の研究は、実験的に入射エネルギーを高くしても必ず
しもバリオン密度は上昇しないため、より困難な（あるいは Challengingな）課題といえるでしょう。
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Figure 8: JHFエネルギー (25 A GeV)と SPSエネルギー (158 A GeV)での重イオン衝突における
Rescatteringの様子の概念図。低いエネルギーではハドロン化の後にふたたび高エネルギーの衝突を
起こすことができる。結果として非常に密度が高く平衡へ向いかけている状態を作りだすことができ
る可能性がある。右図では Hadronic Cascade model (JAM) [23]によって計算した AGS, JHF エネ
ルギーでの (ρB, T ) 平面での平均軌道、および Eventごとに最も密度が高くなる点を示してある。

重イオン反応でバリオン密度を上げるには、15 ∼ 40 A GeV 程度の入射エネルギーが適していると
考えられます。こうした入射エネルギーでは、Fig. 8に示すように初期の素過程反応で生成されるハ
ドロンが 1 fm/c 程度の生成時間の後に再び衝突を起こすことができるため、平衡へと向かいつつあ
る高バリオン密度の状態を作ることが出来るのです。

現時点では高バリオン密度 QGP 生成の明確な「証拠」は見つかっていませんが、CERN-SPS
ではエネルギーを下げて 20 ∼ 80 A GeV の入射エネルギーでの重イオン反応実験が行われており、
K+/π+ 比の増加など興味深い結果が報告されています。また、ドイツで建設が計画されている重イ
オン加速器でも 30 A GeV 程度の入射エネルギーでの重イオン衝突実験が提案されており、日本の
J-PARCでも 25 A GeVでの重イオン衝突実験は (加速器の性能としては) 可能です。今後の進展に
期待しましょう。

4.2 RHIC での QGP Signal (I) — 高運動量領域 (Jet Quenching)

QGP 生成の証拠としてこれまでいくつものシグナルが提案され、また観測されてきました。(1) 状態
方程式に敏感な集団運動流 [26]、(2) カイラル対称性の自発的破れが部分的に回復するときに変化す
るベクトル中間子の質量変化を表していると考えられている低質量領域のレプトン対 [27]、(3) QGP
ができている場合に束縛状態が消えると考えられている J/ψ 生成の抑制 [28]、(4) QGPでの速い平
衡化から期待されるストレンジネスの増大 [29] などです。これらは SPS エネルギーまでの重イオン
反応で測定され、議論が行われてきました。

RHIC エネルギーの重イオン反応で初めて観測されたのが Jet Quenching という現象です [25]。
荷電粒子は物質中で電子を弾き飛ばすことによりエネルギーを失います。これと同様にカラーを持っ
たパートンは物質中にカラーを持った粒子 (クォークとグルーオン)が分布している場合 (つまり QGP
となっている場合)には大きくエネルギーを失うでしょう。硬い QCD 過程で散乱したパートンは大
きな運動量とエネルギーをもっており、通常は多くのハドロンへと破砕してジェットとして観測され
ます。ところがパートンがエネルギーを失うとエネルギーが足りず、多くのハドロンが作れません。
よって、QGP 生成がおこっている場合にはパートンのエネルギー損失 　(Parton Energy Loss)とそ
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れに伴ってジェット生成の抑制 (Jet Quenching)が期待されるわけです。

こうした Jet Quenching 現象は RHICの実験で観測されています [30]。まず、高エネルギー粒子
の抑制現象について見てみましょう。RHIC エネルギーでは高エネルギーの粒子の多くがジェットの
破砕により作られるため、ジェットがエネルギーを失っている場合には高エネルギー領域での粒子数
が単純な核子-核子衝突と比較して減ることが期待されます。実際、

√
s = 130, 200 A GeVの Au+Au

衝突でのハドロンの横運動量 (pT =
√

p2
x + p2

y) スペクトルにおいて、高エネルギー成分が素過程 (pp)
と比較して小さくなっています (Fig. 9, 左)。図の縦軸は、次の原子核増大因子です。

RAB(η, pT ) ≡ d2NAB/dpT dη

TABd2σpp/dpT dη

この式で TAB は原子核 A と原子核 B の衝突における厚みであり、分母は pp 衝突で期待される生
成粒子数に衝突回数をかけたもの、Ncolld

2Npp/dpT dη となります。この 原子核増大因子 RAB が 1
であれば Au+Au 衝突での粒子生成が核子-核子衝突の単純な足し合わせであることを示します。

高運動量における RAB は、SPS エネルギーまでの重イオン反応では１を超えています。この効
果は Cronin Effect と呼ばれており、核内で核子が運動量を持っていること、小さな横運動量移行を
生み出す一段階過程が何度も起こる多段階過程では反応のステップ数が大きいほど高運動量側の分布
が増えること、等によりおこると考えられます。また RHICエネルギーでも 2002 年に行なわれた実
験データの分析から、重陽子-金 (d-Au) 衝突では高運動量側でのハドロン抑制が見られないことが分
かりました [30]。

ジェット抑制のもう１つの帰結は、pp 衝突で通常みられる Back-to-Back (180◦) の粒子相関が小
さくなるであろうということです。ジェットはハドロン内での点粒子であるパートンの高運動量移行
を伴う散乱であり、衝突する 2つのパートンの重心系でみれば散乱されたパートンは互いに逆向き
(Back-to-Back)に走ります。ハドロン内部での運動量分布を無視すればハドロンの重心系で (衝突型
加速器であれば実験室系で) Back-to-Backの相関が強く見えます。ところが散乱されたパートンの一
方がエネルギーを失えば、ジェットとして見えるのは他の一方のみとなるでしょう。RHICでの実験
では、pp 衝突、d+Au 衝突では Back-to-Back の相関がほぼ同程度に見えていますが、Au+Au 衝突
(特に中心衝突)においては 180◦ 相関が見えないことが分かりました (Fig. 9, 右) [30]。

この２つの現象は、(1) RHIC エネルギーでの Au+Au 衝突では QGPが生成されており、硬い
過程において生成されたパートンがエネルギーを失っている、(2) pp 衝突や d+Au 衝突 (あるいは
SPS までの重イオン衝突)では QGPが生成されておらず、パートンのエネルギー損失が小さい、と
考えると説明できます。

より定量的な説明として、最近注目をあつめているのは流体力学とジェット生成を組み合わせた



模型です [32]。この模型では、初期の硬い過程において生成されたジェットと QGP・ハドロン流体の
時間発展をあらわに取扱い、流体のエネルギー密度に比例したジェットのエネルギー損失を取り入れ
ています。この組み合わせにより高エネルギーハドロンの減少と Back-to-Back 相関の減少を同時に
説明することができるのです。

4.3 RHIC での QGP Signal (II) — 低運動量領域 (集団的フロー)

ジェットの研究は高運動量の粒子に着目したものであり、低運動量の粒子まで含めて系全体が相転移
を起こしていることを示すには他の観測量が必要となります。例えばストリングが多く生成されて
いる場合には、QGP 生成が全体として起こっていなくても局所的にカラー (電場)が存在しており、
パートンがエネルギーを失う可能性があるでしょう。
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比較的低運動量でのダイナミクスをよく表すのが集団的運動流 (Collective Flow)とよばれる物理



量です。これまでに観測されて来たフローには、(1) sideward (directed) flow、(2) elliptic flow (楕円
型フロー) (3) radial flow (放射型フロー)、などがあります。これらはそれぞれ (1)中心ラピディティで
の衝突径数方向の運動量 Fy =< dPx/dY >、(2) 横平面内での２次のフーリェ係数 v2 =< cos 2φ >、
(3) 横平面での動径方向への平均的な運動流速度 βT、で特徴づけられます5。Fig. 10 で示すように、
Fy は入射核と標的核が重なっている間に働く斥力 (核子当たり数十 MeV 以下では引力)により引き
起こされ、相対論的なエネルギーでは小さくなります。楕円型フロー v2 は高エネルギーで反応への
関与者 (participants) 領域が顕著にアーモンド型になるときに顕著に正の値として観測され、反応初
期に圧力勾配が作られているか (=いかに平衡に近づいているか)を示します。放射型フロー βT は横
平面での平均的な運動流であるため、反応全体でどれくらい高い圧力があったかを時間的に積分した
ものとなります。これらの集団運動流は、AGS エネルギーまでの重イオン反応ではハドロン・カス
ケード模型に平均場を取り入れることによりよく説明できることはこれまでの研究から分かっていま
す [33]。

RHIC エネルギーでのフローの分析から、次のようなことが分かってきています [31]。

• ハドロンの (不変)横質量スペクトル

E
d3N

dp
=

1
2π

d2N

MT dMT dY

は、ほぼ Boltzmann 分布 exp(−(MT −M0)/T ′)で表され、見せかけの温度 T ′ は質量の一次関
数となっている。この T ′ は横方向の平均的な運動エネルギーであり、T ′ = T + M0β

2
T /2 とし

て表せば、近似的に T は温度、βT は粒子の平均的な運動流速度と解釈できる。RHIC エネル
ギーでは、硬い (大きな T ′ をもつ)陽子のスペクトルが観測されており、これから温度 T ' 100
MeV は SPS エネルギーでの値より低いが、AGS-SPS エネルギーでほぼ一定であった放射流
速度は βT ' 0.6 と急激に大きくなっていることが示されている。

• 楕円型フロー
– ハドロンについて平均した楕円型フローは低横運動量領域ではほぼ pT に比例して大きく
なる (横運動量の低い粒子は様々な領域から作られるので楕円型フローの効果が大きく打
ち消すため)。高い運動量領域では 2-3 GeV/c 近辺で飽和・減少し、それ以上の運動量で
はほぼ一定値に近づく。

– 粒子識別されたハドロンのフローは、低横運動量領域では質量の小さな粒子で大きいが、
pT = (1− 2) GeV/c の領域で v2(π) と v2(p)が逆転する。1 GeV/c 以下の振る舞いは流
体力学の結果と consistent である。

– pT を大きくしていくと中間子は比較的低い運動量で v2 が飽和し、その値も小さい。バリ
オンは中間子より高い運動量で大きな v2 で飽和している。

これらの実験事実は、RHIC エネルギーの重イオン衝突で反応の早い段階で熱平衡化した流体が
強く相互作用しながら膨脹しているという描像を強く支持するものです。(断熱膨張であれば温度は
下がります。) 実際、クォーク・グルーオンの２次散乱を考えないハドロン模型による計算結果では、
実験で見られている陽子の硬いスペクトル (大きな見せかけの温度 T ′)から推測される大きな放射流
速度を再現出来ず、また楕円型フローについても 1 GeV/c 程度以上の領域では小さな値しか現れま
せん [34]。よって現時点では pT = (1− 2) GeV/c までのハドロン生成も反応初期に QGPが生成さ
れているという描像と無矛盾であるといえます。

5通常 z 軸を入射運動量方向にとり、x 軸を衝突径数方向、y 軸をこれらに垂直に (out-of-plane)とります。
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4.4 低運動量領域から高運動量領域への移り変わり

前の２節で高運動量領域と低運動量領域での振る舞いについて紹介しましたが、次には首尾一貫して
これらが理解できるかどうかが問題となります。特に (1)なぜ中間運動量領域 (2-4 GeV/c)で陽子が
多く作られるのか? (あるいはなぜ陽子のスペクトルが硬いのか?) (2) 中間 ∼ 高運動量領域でのハド
ロンの種類による v2 の振る舞いの違いはどのように説明できるか? の２点が大きな問題点です。こ
の問題に関して２つの立場からの研究を紹介しておきましょう。

Sec. 4.2で紹介した Hydro + Jet模型は、ここまでで述べた描像を素直に取り入れた模型です [32]。
集団運動流の効果は陽子のように質量の大きな粒子に大きな影響を与え、高い運動量まで流体力学的
に粒子が生成されます。一方ジェットからの破砕ではクォーク数の少ない粒子がより多く作られるた
め、π 粒子では比較的低い運動量からジェットの影響が見られるようになります。このため「流体力
学」が支配する領域と「ジェット」により決まる領域を分ける運動量が陽子の方が高く、π 粒子では低
くなります。結果として陽子では高い運動量まで流体力学的な振る舞いが残るため、高い v2 飽和運動
量と飽和値が得られると説明できます。また、ジェットのエネルギー損失は通過距離が長ければ大き
くなるので、空間的に衝突径数方向に高運動量粒子が多く放出されることになり、正の v2 を定性的
に説明します。ただし、この模型ではまだジェットが損失したエネルギーが流体力学計算に Feedback
されていない、高運動量領域で v2 が一定値に近づいているように実験で見えている傾向を素直には
説明できない、などの問題点はもっています。

また、最近注目されている模型として、”Recombination and Fragmentation”模型があります。こ
れはジェットの破砕 (Fragmentation)だけではなく、ばらばらになったクォークが位相空間で 2つ (中間
子)、あるいは 3つ (バリオン)集まった場合にハドロンを作るという過程 (Recombination)を取り入れ
る模型です [35]。この Recombination (再結合)過程はクォークの分布が熱的 (dNq ∝ exp(−E/T ))で
あるときには低エネルギーの多くのクォークが集まれるため有利になり、巾乗的 (dNq ∝ (1+pT /p0)−α)
であるときには高エネルギーで多く存在するパートンからの破砕に比べて不利になります。また、楕
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Figure 13: Hydro + Jet 模型 [32] と Recombination-Fragmentation 模型 [35] の特徴

円型フローについてはそれぞれのクォークの v2 の和が現れます。クォークと反クォーク自体がもつ
v2 は共通とすると、ハドロンの φ 分布はクォークの分布関数の積で表され、

dNMeson/dφ(pT ) ∝ (1 + 2vq
2(pT /2))× (1 + 2vq̄

2(pT /2)) ' 1 + 4vq
2(pT /2) = 1 + 2vMeson

2 (pT )

Recombination が優勢な運動量領域で n = 2, 3 (中間子、バリオン) をハドロンがもつクォーク (お
よび反クォークの)数として

vh
2 (pT ) = nvq

2(pT /n)

という関係が示唆されます。この関係式は高運動量領域において見事に成り立っており、Recombination
という考え方が非常に魅力的であることを示しています。ただし、Recombination-Fragmentation 模
型は高運動量領域において Fragmentationが主になるため v2(Meson)/2 > v2(Baryon)/3 を予測す
るのに対して、実験ではかなり高い運動量まで上のスケーリングの関係式が成り立っているように見
えています。また、非常に低い運動量領域は Recombination の描像が必ずしも成り立たず、ハドロ
ン相での流体力学的時間発展、あるいはハドロンやストリングの衝突によるクォークの組み替えが起
こるはずであり、これらの模型との組み合わせが今後必要になるものと思われます。

5 まとめ

この講議では核子・ハドロン・クォーク物質について、相図の観点と核反応との関係に注目して解説
を行ないました。重点をおいたのはストレンジネス核物理と高エネルギーの重イオン反応です。これ
らは国内的にも国際的にも最近の研究の発展がめざましい分野であり、今後も大きな発展が期待され
ます。

講議では平均場理論や素過程断面積についても解説しましたが、残念ながら本稿では触れられま
せんでした。[36] を参考にしてください。この講義録が皆さんの今後の研究に役立てば幸いです。
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